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・ヨーロッパ（18世紀末）、北米（18～19世紀）、日本（19～20
世紀）とも、狩猟が自由化されると乱獲によって、多くの種の
絶滅や野生動物資源の枯渇を招いた。

・その後、ヨーロッパでは猟区制度、北米では管理ユニットを
設定して捕獲数を割り当て、狩猟によって個体数管理が実
施されている。

・日本は、管理地域が事業によって異なり、捕獲数の割り当
て制度はない。狩猟と被害防止等を目的とした許可捕獲に
よって個体数管理が実施されている。シカ・イノシシの捕獲
数は狩猟３割、許可捕獲７割であり、狩猟の役割は相対的
に小さい。

野生動物管理システムは過剰乱獲を防止
するための狩猟制度から発展



• 野生動物は，増加率の範囲内で持続的に利用
するのであれば永続するので，再生可能な自
然資源であると提案

• 保全(conservation)とは賢明な利用(wise use)で
あると定義

セオドア・「テディ」ルーズベルト
（1858－1919）

米国の野生動物管理の目的

1）公共財としての野生動物

2）狩猟獣市場の排除

3）法律による決定

4）捕殺は合法的な目的の場合に限る

5）野生動物は国家および国際的な自然資源

6）スポーツ狩猟は倫理的で正当な捕獲として
特徴づけられる

７）科学的根拠をもとにした野生動物管理指針
の策定

北米の野生動物管理システムの7つの原則



• 大学での野生動物管理のためのカリキュラム
導入 1933年にウィスコンシン大学

• 資金の確保 連邦政府や州による野生動物
管理・保全の予算を保証するための法律．

• 野生動物研究共同ユニットCooperative Research 
Unitの導入（1935年） （38州に40unit)

連邦政府，州機関，大学が協力して大学院教育研究を実施

専門団体の設立 1937年に野生生物学会
（The Wildlife Society）を設立．

Certified Wildlife Biologists（認定野生動物学者）の認証

実現のための施策と制度

北米では州政府が管理ユニットを設定して、ユニットごと
に捕獲数を設定し，狩猟によって個体数管理を実施



『野生動物の管理システム クマ，シカ，
イノシシとの共存をめざして』（講談社）
（梶・小池編 2015）に収録

• 狩猟獣の法律的な位置づけ（狩猟動物が政
府，土地所有者，万民，無主物のいずれか）

• 狩猟に対する文化的な態度（狩猟の広義の
文化における役割と狩猟の歴史的過程）

ヨーロッパのシカ管理システムに強い影響を与
えている２つの要因



狩猟獣の所有権に関する法的状態

Watson

狩猟に対する態度に対する４つのモデル

北欧モデル 中欧モデル

南欧モデルアングロサクソンモデル



モデルＣ

モデルＡ/Ｂ

モデルＣ

モデルＤ

モデルＥ

シカ管理システムには国・地方政府が狩猟管理ユニット，目標・計画・捕獲数割り
当てを決定（Ａ／Ｂ）→狩猟者協会がすべてを決定（Ｅ）タイプ，混合タイプがある

ドイツなど

イギリス・スウェーデン
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ドイツにおける狩猟
—狩猟者の教育、訓練と役割

Dr. Markus SCHALLER

Technische Universitaet Muenchen

『野生動物管理のための狩猟学』（朝倉書店）
（梶・伊吾田・鈴木編 2012）に収録



Right to hunt 狩猟権

• 狩猟権は土地の所有権と結びついている

• 土地所有者は82 ha以上のまとまった土地を
所持していなければならない

• それ以下の面積の土地所有者は狩猟共同組
合のメンバーになることが法で決められてい
る

SCHALLER
1 Overview

Shooting cooperative
狩猟共同組合

• 小規模の土地は猟区に統合される

• 狩猟共同組合が猟区において誰が狩猟権を
持つか決める（多数決）

• ドイツには約 7万の猟区がある

（国土の89％）

• 平均面積: 約 450 ha

141 Overview
SCHALLER



• 狩猟森林官（4000人） 狩猟をする森林官

狩猟教育は大学教育課程で実施（狩猟学）

• 職業的狩猟者 （1000人） 山岳地帯で狩猟

• 訓練を受けた狩猟者

狩猟森林官のもとで個体数調整や狩猟を実施

ドイツでは，フォレスター自らが銃を持って，森林
施業とシカ管理を一体として実施

SCHALLER

日本の捕獲制度は、管理地域に捕獲数を割り当てる仕
組を欠き，捕獲の実施主体と実施者が多様で複雑

環境省資料



国 所有権 管理主体 捕獲の制度 捕獲の担い
手（狩猟人口比）

米国 公共財

自家消費
のみ

州政府 管理ユニット

割当制度

狩猟者
(1/20)

ドイツ 無主物

市場に流
通

土地所有者
・ハンター
協会(州の
認可)

猟区

割当制度

狩猟者，狩
猟森林官，
職業狩猟者
(1/250)

日本 無主物

市場に流
通

環境省・林
野・農水省

都道府県・
市町村
（管理主体があいま
い）

許可区域・事業区域

狩猟

許可捕獲

（個体数調整・有害
駆除・指定管理鳥獣
捕獲)

狩猟者，

実施隊，

認定事業者

(1/670)
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米独日の野生動物管理システム比較

日本の課題

・狩猟者が趣味で行う狩猟と補助金による「許
可捕獲」等、目的も主体も異なる捕獲が個別に
実施され、狩猟者に捕獲の全てを委ねている。

・管理ユニットに捕獲数を割り当てる仕組みが
ない．

・時代に即した狩猟者を育成する制度がない

・捕獲技術専門家、野生動物管理専門家を教
育する公的な制度が存在しない


